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（令和 4 年）年末調整の操作手順 
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（令和 4 年）年末調整の操作手順 

令和４年分 制度改正への対応   

＜本年の年末調整作業＞ 

下記「1.住宅ローン控除の対象緩和」以外の年末調整作業は、現行のシステム環境で進め

ていただくことが可能です。（2022/11/04 現在） 

国税庁 ４年 年末調整 検 索 「年末調整のしかた」 

国税庁 ４年 法定調書 「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」  検 索 

＜参考＞ 国税庁ホームページ 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2022/01.htm 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hotei/tebiki2022/index.htm 

給与メニューの操作にかかわる各種制度対応、およびシステム機能改善の項目は下記のとおりとなり

ます。（2022/11/04時点） 

１、住宅ローン控除の対象緩和 2022/11/30 対応メンテナンス実施予定 

対象メニュー…源泉徴収簿入力［住宅借入金等］ボタン 

下記条件いずれにも適用している場合、床面積 40㎡～50 ㎡未満の住宅取得においても控除を受け

ることができるようになりました。 

・居住開始年月日が令和 3年 1月 1 日以降  

・その年の合計所得が 1,000 万円以下 

２、成年年齢の引き下げ 2022/7/20 対応メンテナンス実施済み 

対象メニュー…源泉徴収票印刷 

本人が満 18 歳未満の場合に「未成年者」欄に○が記載されることになりました。 

令和 4年の年末調整では［生年月日：平成 17 年 1月 3 日以後］の者が対象となります。 
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■ 令和 4 年分基礎控除申告書 ■ 令和 4 年分保険料控除申告書 

■ 令和 4 年分配偶者控除等申告書 ■ 令和 4 年分住宅借入金等特別控除申告書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

「国税庁 年末調整アプリ」対応   

2022/11/30 対応メンテナンス実施予定 

対象メニュー…源泉徴収簿入力［年調ソフト取込］ボタン 

11/30 のメンテナンス以降、［国税庁 年末調整アプリ(年調ソフト)］

で作成された申告書データをＰＢシステムの源泉徴収簿にインポー

トすることが可能になります。 

 

ＰＢシステム［源泉徴収簿］へインポート可能 

インポート対象 

 「扶養控除等(異動)申告書」「所得金額調整控除申告書」はインポート対象外です 

 ［国税庁 年末調整アプリ］以外のシステムで作成されたファイルはインポート対象外です 

操作手順の詳細は、メンテナンス実施に併せサポートページに掲載いたします。 
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従業員 
国税庁アプリ 

① 年末調整に必要な情報を登録 

② 登録した情報を電子データで出力 

メール等 ③ 出力した電子データを給与担当者へ提出 

給与担当者 ＰＢシステム ④ 各社員から提出された電子データを源泉徴収簿にインポート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

「国税庁 年末調整アプリ」対応   

運用イメージ 

従業員 給与担当者 
電子データ出力/提出 電子データをインポート 

従業員：国税庁アプリの電子データ出力画面 

「xx_nopass.zip」 → パスワードで保護されていないデータ 

「xx_pass.zip」  → パスワードで保護されたデータ 

  ※ いずれかを給与担当者へ提出 
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設定の注意点（国税庁アプリ） 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

「国税庁 年末調整アプリ」対応   

② 

① 

従業員は［国税庁 年調アプリ］の設定において【ＩＤ】と【あなたの氏名】をＰＢシステム給

与メニューの本人情報と一致させておく必要があります。 

① ＩＤ＝ＰＢシステム「社員番号」 

② あなたの氏名＝ＰＢシステム「社員氏名<◆>」 

<◆>社員氏名について、姓と名の間の「スペース（空白）」は一致していなくても問題ありません。 

（年調アプリではスペース必須） 

① 
② 
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             CASHRADAR PBS で                          CASHRADAR PBS で 

    《給与計算を行っている場合》      《給与計算を行っていない場合》 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年末調整の流れ 

【源泉徴収簿入力】控除情報など年末調整データ入力 

 

【年末調整一覧】各社員の年調処理を確認 

【源泉徴収票印刷】源泉徴収票の作成 

法定調書合計表資料 

事前準備・確認 

(※)  給与計算を行っている場合 
(※)  年度更新後の連動も可能 

【源泉徴収簿】 

各月の給与・賞与データを入力 

 

【年調過不足額精算処理】給与(賞与)への過不足額連動（※） 

新年度データ作成（※） 

住 民 税 総 括 表 

年 調 通 知 書 

年調還付金金種表印刷 

年末調整処理 

その他 

年度更新 

〔会社設定〕 

明細書パターンの確認（過不足精算項目） 

本年度最終給与(賞与)データの入力 

     
 

〔社員設定〕 

社員の基本情報を登録 

(※)  年末調整未完了の状態でも実行可能 

P7～9 
 

  

P10～39 

P40～42 

徴 収 状 況 表 ※ ※「源泉所得税納付書」内の機能 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 
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（1）明細書パターンの確認 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ■ 支給項目「No21.年調還付金」 

 ■ 控除項目「No08.年調不足金」 

  上記いずれかの項目が各明細書パターン

に登録されているかを確認して下さい。 

  登録されていない場合は「年調過不足額精

算処理」を行うことができません。 

   

1. 事前準備・確認 
 
１ 給与計算を行っている場合 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

 

年調過不足額を精算（連動）する給与、賞与明細パターンに

「No．21 年調還付金」、「No．08 年調不足金」のいずれかが

登録されていることを確認します。 
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（2）最終給与(賞与)データの登録 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 事前準備・確認 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

 

明細パターンに、「年調還付金」、「年調不足金」のいずれか

の項目が登録されている状態で、本年度の最終給与（あるい

は賞与）を登録します。 

 

※年調過不足額を給与・賞与に連動しない場合は、同項目が登録され

ている必要はありません。 



- 9 - 

 
 
 
  
 
 
 

 
 

社員情報設定(一人別)における必要登録項目  

タブ 項    目 源泉徴収票への印字 

《本人情報》 

☆社員番号 受給者番号 

☆社員氏名 氏 名        

  フリガナ  フ リ ガ ナ        

性    別  

☆生年月日 受給者生年月日 

  入社区分（中途の場合）  

  入社年月日（年度途中に入社した場合） 中途就・退職 

☆社員区分  

役 職        役 職 名        

  郵便番号 

  住    所 

住 所        

控除情報（障害者区分～外国人）  

  退職年月日（年度途中に退職した場合） 中途就・退職 

《扶養情報》 
  配偶者情報（配偶者氏名・性別・生年月日・区分） 摘    要 

  扶養親族情報（性別・続柄・生年月日・区分） 摘    要 

《支給条件》 
☆勤怠情報パターン（サンプル）  

☆明細書パターン（サンプル）  

 
 
 

 ■ 源泉徴収簿や源泉徴収票の作成に必要

な、各社員の基本情報を社員情報設定で

登録します。 
   
   
   
   

 
 

1. 事前準備・確認 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

 

２ 給与計算を行っていない場合 
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（1）タブ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ■ 【源泉徴収簿入力】の各タブの各項目を

入力し、[F10年調]をクリックします。 

「年末調整＝しない」社員の場合は、各

項目の入力後[F2 登録]をクリックしま

す。 

   

   

   

   

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

１ 各項目の説明 

①源泉徴収簿タブ 

 各月の給与・賞与データを入力します。 

 給与データ入力・賞与データ入力を使用している場合は、

その入力データが連動されています。 

 

②年末調整控除タブ 

 本人や配偶者、扶養親族の控除情報を入力します。登録内

容は〔社員設定〕と相互に連動します。 

 

③年末調整一覧タブ 

 保険料などの控除情報を入力します。 年税額や過不足額

を確認します。 

※「年末調整＝する」社員のみアクティブ 

 

① ③ ② 
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（2）ヘッダー項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

① 

② 
③ 

④ 
⑤ 

①退職者(絞り込み機能) 

 社員選択覧への退職者の表示可否を設定します。 

 初期設定は「(退職者を)含める」。設定可能条件は「含めない」

「退職者のみ」の 3パターンです。 

②税表区分 

 表示社員の税表区分(甲、乙、丙)が表示されます。 

③年調未/済 

 「未」「済」「外(年調対象外)」の 3パターンで年末調整の進捗

状況が表示されます。 

④退職年月日 

 退職社員の場合に退職年月日が表示されます。在職の場合は

空欄となります。 

⑤年末調整する/しない 

 各社員の年末調整「する」「しない」の設定変更が可能です。

(社員設定と相互連動) 
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2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 
２ 源泉徴収簿タブ 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

 源泉徴収簿「給与・手当等」「賞与等」には、それぞれ各月の〔給与データ入力〕〔賞与デ

ータ入力〕における金額が連動します。 

 毎月の給与計算を PB システムで行っていない場合は、各項目に直接金額を入力します。 

年末調整額の算出のみ行なう場合は、任意の月に年間の合計額を入力する方法でもかまい

ません。 

  ◆年末調整額のみ確認したい場合は、空欄の月に合計額を入力する方法でもかまいません 
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2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

＜前職情報＞ 

中途入社社員について、前職の給与も含めて年末調整を行う場合は、画面左上の［前職情報］ボタンからデ

ータ入力を行います。 

社員情報設定において〔入社区分＝中途〕、かつ〔入社年

月日＝本年中〕である社員が前職情報入力の対象です。 

入力内容は、給与・手当等の１行目「前職分」欄に反映さ

れます。 
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＜配偶者情報＞ 

① 配偶者合計所得 

配偶者の所得金額（＝収入金額から 55万円を引いた金額）を入力します。 

この配偶者合計所得の金額と社員本人の合計所得金額にもとづいて、年末調整一覧タブの「配偶者控除」あるい

は「配偶者特別控除」が算出されます。 

② 源泉控除対象配偶者 

● 配偶者合計所得が 48万円以下であれば〔障害者〕の区分設定が可能となります。 

配偶者が 70歳以上の場合、該当/非該当のいずれでも区分〔老人〕が該当になります。 

● その年における本人の合計所得が「900万円※」を超えた場合は［該当］へのチェックが不可となります。 

(※) 年末調整一覧タブ【給与所得控除後の給与等の金額（調整控除後）】に算出される金額に、

「給与以外の所得」ボタンで任意入力した金額を加算した金額                                 

 ①配偶者合計所得が「95万円」を超える場合は［該当］へのチェックが不可となります。 

（「1円～95万円」の場合は［非該当］チェック不可）               

 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

３ 年末調整控除タブ 

① 
② 

③ 
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 本人合計所得金額（※） 適用可能 

毎月の給与・賞与 900万円以下 源泉控除対象配偶者 

年末調整 1,000万円以下 配偶者控除・配偶者特別控除 

(※) 年末調整一覧タブ【給与所得控除後の給与等の金額（調整控除後）】に算出される金額に、 

「給与以外の所得」ボタンで任意入力した金額を加算した金額       

 
 
 
 
 
 

 

◆ 源泉控除対象配偶者の注意点 

 

本人の合計所得金額「9,000,001 円から 10,000,000 円」） 

＜源泉控除対象配偶者＞とは… 
毎月の給与・賞与において扶養控除「１人」と

数える配偶者のこと。 
年末調整における配偶者控除・配偶者特別控

除の適用とは基準が異なる。 

源泉控除対象配偶者は適用外だが、年末調整の配偶者控除（配偶者特別控除）は適用対象 

配偶者合計所得を「0 円」としている場合の注意点 

源泉控除対象配偶者【非該当】で、配偶者合計所得が【0 円】である場合においても、年末調整

では本人の所得金額（1,000万円以下）に応じて配偶者控除（38万円 or26万円 or13万円）が適

用されます。 

 配偶者「あり」で、かつ 1 円以上の所得がある場合は源泉

控除対象配偶者が【非該当】でも「0 円」と省略しない 

・配偶者合計所得「0円」の場合は、年末調整で本人の所得額に応じた『配偶者控除』が算出される 

・上記例、配偶者合計所得「2,900,000円」の場合は、年末調整の配偶者控除・配偶者特別控除は「0円」 

 
 

「源泉控除対象配偶者」と「配偶者控除・配偶者特別控除」 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 
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＜扶養親族情報＞ 

③ 控除計算 

 

 

 

 

 

 

 

給与計算では扶養控除の対象としないが、年末調整「所得金額調整控除」を適用させる扶養親族がいる場合は、

氏名等を登録のうえ対象外を選択します。 

原則として、下記に当てはまるケース以外は初期値【対象】のままとします。 

控除計算欄を【対象外】とするケース 

下記 2条件いずれにも該当する社員が年末調整「所得金額調整控除」を適用するケース 

● 社員本人＝年収が 850万円を超える 

● 扶養親族＝23歳未満あるいは特別障害者だが、扶養控除の対象としない 

 

 

年齢 扶養区分 （生年月日の範囲） 

16 歳未満 非該当（H19/1/2以降） 

16 歳以上～19 歳未満 一般 （H16/1/2～H19/1/1） 

19 歳以上～23 歳未満 特定 （H12/1/2～H16/1/1） 

23 歳以上～70 歳未満 一般 （S28/1/2～H12/1/1） 

70 歳以上 老人 （S28/1/1以前） 

 
 
 
 
 
 
 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

 扶養親族の扶養区分 
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＜年末調整控除タブ その他ポイント＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 マイナンバーによる入力制御 

PBS「マイナンバー」に個人番号が登録されている配偶者および扶養親族は、氏名・続柄・生年

月日を変更することができません。（※削除は可能） 

変更が必要な場合は「マイナンバー」で個人番号を廃棄する処理を行ったうえで、源泉徴収簿入

力（あるいは社員情報設定）で操作をして下さい。 

個人番号を登録している場合、 

氏名等はグレーアウトで変更不可 

 寡婦および寡夫の設定 
 

 
〔ひとり親〕 控除額＝35 万円 

寡婦/寡夫の対象者で子がいる者、および未婚のひとり親の者 

合計所得金額＝500 万円以下が条件 

〔寡婦/扶養有〕 控除額＝27 万円 

子ではない扶養親族を有する者 

合計所得金額＝500 万円以下が条件 

〔寡婦/扶養無〕 控除額＝27 万円 

扶養親族のいない者 

死別、かつ合計所得金額＝500 万円以下が条件 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 



- 18 - 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

４ 年末調整一覧タブ 

○【控除情報】欄 
各種保険料等について金額を実額で入力します。控除額は【年末調整】欄において自動算

出されます。 
 

○【年末調整】欄 

各タブで入力した金額や情報を元に控除額や年調年税額が自動計算されます。 
【超過額の精算】【不足額の精算】は源泉徴収簿の任意印字項目です。 
令和 2年より、5行目「所得金額調整控除額」6行目「給与所得控除後の給与等の金額（調

整控除後）」が追加されております。～詳細次頁 
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2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

【所得金額調整控除額 <Z>】の対象社員 

◆ 前提条件…【計 <A>】が 8,500,000超である 

かつ、年末調整控除タブの情報が以下いずれかに当てはまる 

(ｲ ) 本人控除区分が［障害者区分＝特別］である 

(ﾛ ) 扶養親族情報に翌年 1月 1日時点の年齢が満 23歳未満の扶養親族が存在する 

(ﾊ 1) 配偶者が［障害者区分＝特別］かつ［配偶者合計所得＝48 万円以下］である 

(ﾊ 2) 扶養親族情報に［障害者区分＝特別］の扶養親族が存在する 

【所得金額調整控除額<Z>】の算出 

◆（<A>－8,500,000円）×10％ ＝ <Z> 

・<A>が 10,000,000円を超える場合、<A>を 10,000,000円として算出 

・1円未満の端数は切り上げ 

    ～上図の場合、 

   （9,301,701-8,500,000）×10％＝80170.1 → 端数を切り上げ【80,171円】となる 

A 

Z 

 所得金額調整控除額について 
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＜控除情報の入力＞ ※「住宅借入金等特別控除」はサブ画面での入力となります（手順は次頁） 

 

 

 

 

 

 

（◇）各種保険料の入力欄について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種保険料（◇） 
支払った保険料の総額を入力します。入力額に応じて、年末調整欄に各

保険料の控除額が算出されます。 

小規模企業共済等掛金 

■給与控除分 

掛金を毎月の給与から控除している場合は、『小規模企業共済等掛金の

金額（給与控除分）』へ金額を入力します。 

■申告分 

給与と別に支払った掛金を『小規模企業共済申告分』へ入力します。 

（いずれも源泉徴収票へ連動） 

社会保険料 

給与と別に支払った社会保険料を『社会保険料の申告分』へ入力します。 

当該申告分のうち、国民年金保険料等の金額は『内、国民年金保険料等

の金額』へ入力します。（源泉徴収票へ連動） 

（◇） 

各種保険料の金額欄には、実際に支払った保険料額を入力して下さい。その入力金額をもと

に【年末調整】欄の「生命保険料の控除額」が算出されます。 

 

平成 24年より、契約時期ごとの入力欄、および「介護保険医療」入力欄が設けられており、

「一般生命」と「個人年金」について、新・旧の算出控除額を合計した場合の上限額は 40,000

円となります。 

ただし、旧制度のみで控除額が 40,000 円超の場合は、旧制度の 50,000 円を上限とした額が

算出されます。 

「一般生命」「個人年金」「介護医療」の各控除額を合計した、最終的な「生命保険料の控除

額」の上限額は 120,000円となります。 

←(控除の上限＝40,000円) 

←(控除の上限＝50,000円) 

 
←(控除の上限＝40,000円) 

 

←(控除の上限＝40,000円) 

←(控除の上限＝50,000円) 

 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 
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 ＜住宅借入金等特別控除の入力＞ 

［年末調整一覧］タブ画面上部の〔住宅借入金等〕ボタンから入力サブ画面を起動します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 住宅借入金等特別控除額・適用数 

住宅借入金等特別控除申告書に記載された控除額を入力します。 

入力された金額は年末調整の「差引課税給与所得金額及び年税額」から差し引かれます。 

適用数には適用を受ける控除の数を入力します。増改築で追加の控除を受けていなければ「１」となります。 

② その他各種情報 

住宅借入金等特別控除申告書の各種情報を入力・選択します。登録された内容は源泉徴収票に反映されます。 

＜特別控除区分＞ 

「住」「認」「増」「震」いずれかを選択します。一般的な借入金であれば「住:一般の特別控除」となります。 

＜（特別）特定取得＞ 

住宅取得の対価、費用にかかる消費税が８％、１０％である場合に「特定取得」をチェックします。 

特定取得かつ、住宅ローン控除特例措置に該当する場合は「特別特定取得」をチェックします。 

チェック項目は〔源泉徴収票出力〕に反映されます。 

■ 特定取得…「住（特）」と印字 ■特別特定取得…「住（特特）」と印字 

 「特例特別特例取得」につきましては 2022/11/30メンテナンス対応予定です 

 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

② 

① 
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2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

＜源泉徴収票の摘要欄＞ 

源泉徴収票の摘要欄に任意の記述を印字する場合は、画面上部〔摘要入力〕ボタンから入力を行います。 

（上限３０文字。入力内容は源泉徴収票【摘要】欄の最下行に印字されます）。 

＜源泉徴収票の[内書き]欄＞ 

未払いの給与「内書き」を源泉徴収票に印字する場合は、画面上部〔未払給与内書き〕ボタンから入力を行います。 

内書き入力後の源泉票 ↓ 

＜年調未済の印字＞ 

〔年末調整＝しない〕と設定されている社員の源泉徴収

票には、「年調未済」の文言が自動印字されるようになっ

ております。 

よって、年末調整をしない社員について、摘要入力ボタ

ンから「年調未済」と登録する必要はありません。 
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2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

＜給与以外の所得＞ 

社員本人において給与所得以外の所得（不動産収入など）がある場合には、その金額を画面上部［給与以外の

所得］ボタンから入力します。 

＜注意①＞ 

入力された金額は［年末調整一覧］タブの年末調整欄など年税額の算出項目には加算されませ

ん。各種帳票においても加算・印字されることもありません。 

★ 配偶者（特別）控除額などの適用判定に用いる【給与所得者の合計所得金額】に反映されます

(次ページ参照)。 

＜注意②＞ 

入力された金額は NTT データ社『年調・法定調書の達人』に連動します。 

ただし、連動後に「所得の種類」の金額を調整してください。 

■達人：社員登録「社員の編集」家族情報タブ内 

〔合計所得〕内訳ボタン画面「(1)～(6)以外の所得」欄へ連動 
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☆「給与所得者の合計所得金額」に ①＋②の値を用います。 

① ［年末調整一覧］タブ『給与所得控除後の給与等の金額（調整控除後）』欄に計上された金額 

② 『給与以外の所得』ボタンで入力した金額 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

◆ 「給与以外の所得」入力のポイント 

 

② 

① 

＜給与所得者の合計所得金額を用いる各種判定＞ 

■基礎控除 

2,500 万円以下が対象 

（2,400 万円超から 2,500 万円以下は、金額に応じて控除額が逓減） 

■源泉控除対象配偶者 

900 万円以下が対象 

（配偶者の合計所得金額は別要件） 

■配偶者控除、配偶者特別控除 

1,000 万円以下が対象 

（900 万円超から 1,000 万円以下は、金額に応じて控除額が逓減） 

（配偶者の合計所得金額は別要件） 

■寡婦、ひとり親 

500 万円以下が対象 

■勤労学生 

75 万円以下が対象 
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＜年末調整＞ 

年税額は国税庁「電子計算機等による年末調整」の計算式にもとづいて算出されます。 

計算式は［メンテナンス］-［給与情報］-［所得税年末調整］にて設定されており、改正の際は自動メンテナンスで 

対応しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②年調年税額 

[①年調所得税額]に復興特別所得税の 102.1％を乗じた金額（100円未満切り捨て） 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

①年調所得税額 

[Ｂ.差引課税給与所得金額及び年税額]の税額から[Ｃ.住宅借入金等特別控除額]を引いた金額 

③差引超過額または不足額 ＝年調過不足額精算処理で精算される金額 

[Ａ.計（給与・手当等と賞与等の合計）]の税額から[②年調年税額]を引いた金額 

扶養控除等の内訳 

年末調整一覧タブ画面上部の〔扶養控除等内訳〕

ボタンで、年末調整の「扶養・障害者等の控除額

の合計額」欄の内訳を確認することができます。 

① 

② 

③ 

A 

B 
C 
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 各タブの各項目入力後、[F10 年調]もしくは[F2登録]をクリックすることで年末調整が完了します。 

 [F10 年調]が実行された社員は、各項目が入力できなくなります。 （[F10解除]で再入力可能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 社員の年調登録状況は、画面左の社員リスト【確定】欄のマークで確認ができます。 

● × （空欄） 
年末調整＝する 

[F10年調]済み 

年末調整＝する 

[F10年調]未実行 
年末調整＝しない 

 

◇ [F2 登録] [F10 年調 (解除)]の用途は、社員の年調対象設定（する or しない）によって異なります。 

― 年末調整＝する 年末調整＝しない 

[F2 登録] 
入力データの登録〔任意〕 
※[F10年調]実行済みの場合は非アクティブ 

年末調整完了〔必須〕 

[F10 年調] 
年末調整完了〔必須〕 

※実行する事で[F2登録]も行われた状態になる 

※実行後、[F10解除]に表記変更される 

非アクティブ〔実行不可〕 

2. 年末調整処理（源泉徴収簿入力） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

５ 年末調整の実行 
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◇年調処理区分のフラグ 

未 「年調＝する」社員：源泉徴収簿[F10年調]未実行 

済 「年調＝する」社員：源泉徴収簿[F10年調]実行済み 

退未 「年調＝する」退職社員：源泉徴収簿[F10 年調]未実行 

退済 「年調＝する」退職社員：源泉徴収簿[F10 年調]実行済み 

退外 「年調＝しない」退職社員 

対象外 「年調＝しない」社員 

 

 ■ 各社員の年末調整処理の進捗をチェッ

クします。 
 ■ 

 
■ 

 

年調項目の合計額を全社、部門ごとなど

に集計します。 

社員名をクリックすると源泉徴収簿入

力へジャンプします。 

 

 

3. 年末調整処理（年末調整の一覧） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 



- 28 - 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ■ 毎月の給与および賞与における源泉徴

収税額と、年末調整で行われた超過額・

不足額の差し引きを全社一覧で集計し

ます。 

源泉納付タブ【源泉所得税納付書】の追

加機能となります。 
 

4. 年末調整処理（徴収状況表の出力） 
 

源泉所得税納付書の対象期間に「12 月」が含まれており、且つ年末調整

が未処理の社員がいる場合は警告が表示されます。 

源泉徴収簿で年調処理を行って下さい。 

なお、メッセージに対し[OK]をクリックすることで納付書、徴収状況表の作

成は可能となります。 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

給与と賞与につきましては、源泉徴収簿のデータが連動されます。 

（納付書に直接入力した給与/賞与データは連動対象外です） 
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[ファイル保管] 
社員１人につき１つの PDF ファイルが作成されます。社員に対しメールなど

で個別提供する際に使用します。 

[F2出力] 
出力指定した社員の源泉徴収票を１つの PDF ファイルに作成します。プリン

タで連続印刷する際に使用します。 

 

 ■ PDF ファイルで源泉徴収票を出力しま

す。 
 ■ マイナンバーの登録内容が連動されま

す。 

 ■ ドットプリンタによる連続紙印刷には

対応しておりません。 

   

   

5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

１ ２つの出力方法 
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① 出力対象（A から C3までの 5パターンから選択） 
 

A 

給与支払報告書と源泉徴収票 

社員 1人につき A4用紙の 1枚目に「支払報告書 x2」、2枚

目に「源泉票(提出用)」+「源泉票（受給者用）」を出力 

B 

給与支払報告書のみ 
社員 1人につき「支払報告書 x2」を A4用紙 1枚に出力 

C 

源泉徴収票のみ 

  

C1 

税務署提出用＋受給者交付用 

社員 1 人につき「源泉票(提出用)」+「源泉票（受給者用

用）」を A4用紙 1枚に出力 

C2 

税務署提出用 
A4用紙 1枚に社員 2人分の「源泉票（提出用）」を出力 

C3 

受給者交付用 

A4用紙 1枚に社員 2人分の「源泉票（受給者用）」を出力 

※個人番号が転記されないため、パスワードの設定は不要 

 
 

5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

２ 各種設定項目 

A 
B 
C 

① 

② 

③ 

④ 
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② 出力指定・出力順 

下記に該当する社員のみが出力の対象となります。 

〔年調しない〕社員：源泉徴収簿入力で[F2登録]が行われている。 

〔年調する〕社員 ：源泉徴収簿入力で[F10年調]が行われている。 

③ 印字オプション 

いずれの項目も「する」で固定になります。 

④ F2 出力時の PDF パスワード 

出力方法を[F2出力]とする場合に任意の半角英数（8-20文字）を入力します。出力した PDFファイルは、ここで

設定したパスワードを入力しないと開くことができません。 

なお、出力対象を〔源泉徴収票のみ-受給者交付用 ※前ページ「①_C3」〕と設定した場合は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 作成される PDFファイル 

[ファイル保管] 

選択した社員ごとのファイル 

 

[F2出力] 

選択した社員の数を問わず１つのファイル 

 

 
 

5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 
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 PDFパスワード自動設定「する」「しない」いずれにおいても、PDFファイル自体は作成されます。 

ただし、社員情報設定(一人別)で“PDFのパスワード”を設定していない社員、および PDFパスワード自動

設定＝しないとした場合は、PDFファイルにマイナンバーが連動されません。 

自動設定 PDFの作成 パスワードの設定 マイナンバーの連動 

する 

作成される 

〔社員情報設定(一人別)〕の【本人情報】

タブで「PDFのパスワード」が登録され

ている社員のみ設定される 

〔社員情報設定(一人別)〕の【本人情報】

タブで「PDFのパスワード」が登録され

ている社員のみ連動する 

しない 設定されない 連動されない 

 

5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

３ [ファイル保管]の方法 

クリックをすると［ファイル保管サブ］画面が起動します 

 

自動設定「する」「しない」を選択して[F2OK]をクリック 

不要 

任意の保存先フォルダーを選択して［OK］をクリック 
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5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

４ [F2 出力]の方法 

＜PDF をダイレクトに画面表示させたい場合＞ 

出力対象を【源泉徴収票のみ － 受給者交付用】とした場合、[F2 出力]後に「名前を付けて保存」 

ダイアログは表示されず、PDFファイルがそのまま画面に展開されます。 

＜対象社員が 500 名を超える場合＞ 

 
500名超の場合は PDFファイルを 

2 つに分割して保存します。 

※「受給者交付用」でも同様 

任意のファイル名、保存先フォルダーを設定して［保存］をクリック 
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① (源泉)控除対象配偶者の有無等 

 

 

 

 

［ 有 ］ 税表区分＝甲・年調＝する  → 配偶者が「控除対象配偶者」に該当 

      税表区分＝甲・年調＝しない → 配偶者が「源泉控除対象配偶者」に該当 

［ 従有 ］税表区分＝乙   → 配偶者が「源泉控除対象配偶者」に該当 

［ 老人 ］年調＝する   → 配偶者が「控除対象配偶者」かつ「老人」に該当 

      年調＝しない  → 配偶者が「源泉控除対象配偶者」かつ「老人」に該当 

 

 

 

5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

５ 主な印字項目 

A4 
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② (源泉・特別)控除対象配偶者 / 配偶者の合計所得 

 

 

 

年調＝する → 配偶者が「控除対象配偶者」あるいは「配偶者特別控除」に該当 

年調＝しない→ 配偶者が「源泉控除対象配偶者」に該当 

③ 扶養親族の情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

・16歳未満の扶養親族（＝控除対象外）は別建てで印字。 

・源泉徴収票-受給者用-に個人番号は連動されない（-提出用-には控除対象扶養親族の個人番号のみ連動） 

④ 基礎控除の額/所得金額調整控除額 

 

 

＜基礎控除の額＞ 

基礎控除が「480,000」以外の場合にその金額を出力（0の場合も「0」を出力） 

＜所得金額調整控除額＞ 

所得金額調整控除が「0」以上の場合にその金額を出力 

※いずれも〔年調＝しない〕場合は出力対象外 

摘要欄について 

ヘッダー：年調＝しない→【年調未済】 

税表区分＝日額丙欄→【丙欄適用】 

      年調＝しない、かつ寡婦/寡夫区分の何らかに該当→【旧寡婦】【旧寡夫】【旧特別の寡婦】 

1-3行目：5人目以降にあたる扶養親族の氏名ほか情報 

4行目 ：前職情報 

5行目 ：前職の退職日 

源泉徴収簿入力［摘要入力］ボタンで自由入力した文言 

 

5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 
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5. 年末調整処理（源泉徴収票印刷） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

６ マイナンバーの扱い 

源泉徴収票へのマイナンバー「個人番号（あるいは法人番号）」印字には、セキュリティの要件

に基づいた制限が設けられます。 

以下①②双方が満たされない場合には源泉徴収票にマイナンバーは印字されませんので、事前

に設定をご確認下さい。 

① 「給与」担当者に「マイナンバー」の操作権限がある 

② マイナンバーの利用目的に『源泉徴収関連事務』が含まれている 

メンテナンス【会社情報設定】 

担当者権限設定 
(※)顧問先端末の場合は「利用者権限設定」 
 
操作担当者にマイナンバーのメニュー操作権

限が設定されている。 

【マイナンバー】基本設定 

利用目的欄の『源泉徴収関連事務』にチェック

が入っている。 
 
※社員個々においても設定ができるので、個

人番号一覧も併せてご確認下さい。 
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「年調過不足額精算処理」では、年末調整の超過額、および不足額を給与・賞与データに連動します。 

連動は以下の作業や設定が完了している場合に実行可能です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ■ 全社員の年末調整完了後、超過額、及び

不足額を各社員の給与・賞与データに連

動します。 
 ■ 翌年 1回目の給与・賞与データへの連動

も可能です。 

   

   

   

6. 年末調整処理（年調過不足額精算処理） 
 

会社情報タブ［明細書パターン］ 

各明細書パターンに支給項目『21.年調還付金』、もしくは控除項目

『8.年調不足金』が登録されている状態。 

年末調整タブ［源泉徴収簿入力］ 

「年調＝する」社員の年末調整処理（[F10 年調]実行）が終了して

いる状態。     

給与(賞与)計算タブ［給与(賞与)データ入力］ 

支給項目『21.年調還付金』、もしくは控除項目『8.年調不足金』が

ある明細パターンを使用した給与（賞与）が登録され、且つ、締め

処理が行われていない状態。 

（給与は 12 回目、もしくは翌年 1 回目） 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

明細書パターン 

給与データ入力 

賞与データ入力 

源泉徴収簿入力 

１ 事前準備 
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① 月区分又は賞与 連動先の給与、もしくは賞与を選択します。 

② 明細パターン 給与(賞与)データ登録済みの明細パターンが表示されます。 

③ 精算対象 

精算対象を「還付（超過）」「徴収(不足)」「還付/徴収」から選択します。 

源泉徴収簿入力［年末調整一覧］タブ右下の項目欄に登録されている金額

がそれぞれの精算対象となります。 

■［還付］･･･「本年中に還付する金額」欄 

■［徴収］･･･「本年最後の給与から徴収する金額」欄 

④ 支給/控除項目指定 
過不足額の連動先を、支給項目「年調還付金」、控除項目「年調不足金」

のいずれかから選択します。 

⑤ 精算 精算を行わない明細書パターンがある場合は、チェックを外します。 

⑥ 結果 

精算処理が完了したパターンには「●」が付きます。 

処理が完了できないパターンには「×」が付き、この場合は他のパターン

も精算処理が行われません。（他パターンは空欄） 

6. 年末調整処理（年調過不足額精算処理） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

２ 精算処理 

各項目を選択・設定後に[F2 実行]をクリックします。 

選択された給与(賞与)に、過不足額が連動します。 

① 

② ③ ④ ⑤ ⑥ 
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３ 翌年（R５年）の給与で精算をする場合 

「年調過不足額精算処理」では、新年度データ作成後（操作方法は次ページ記載）の“翌年１回目”

または“２回目”の給与データ、および“翌年１回目”の賞与データへの過不足額連動も可能です。 

この場合は【年度切替】機能で、給与の対象年度を令和５年度から『令和４年度』に戻した状態で処

理を行います。 

 

6. 年末調整処理（年調過不足額精算処理） 
 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

メニュー選択画面で[ファイル]→[年度切替]→[令和 4 年度(2022 年)]の順に選

択します。 

これにより、前年＝令和 4年度の「年調過不足額精算処理」を、新しい年＝令和

5年度の給与・賞与に対して実行することができます。 
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7. 新年度データ作成 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

１ 事前作業（締め処理） 

年度更新＝「新年度データ作成」を行うことで、新年度（令和５年）の給与計算を始めることがで

きます。この作業を行うためには、給与・賞与データ入力の「締め処理」がすべての月区分で実行

されている必要があります。 

全社員の年末調整の完了は必須条件ではありません。 

給与データ入力の月区分＝１２回目にカーソルがある状態で、画面

左上の〔締め処理〕をクリックします。 

給与データ入力を使用していない会社においても、新年度データ作

成を行うためには〔締め処理〕を実行する必要があります。 

賞与データ入力では最終賞与にカーソルがある状態で

〔締め処理〕を実行します。 

賞与が年間 0 回の場合は実行不要です。 
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(1) 

 

給与メニューの画面上部[業務(G)]

をクリックします。 

給与メニューであれば、どのタブを

開いた状態でもかまいません。 

 

 

事前に給与・賞与データ入力において、

「締め処理」が行われている必要がありま

す。 

年調処理は必須ではありません。 

 

(2) 

 

プルダウンから[給与(K)]-[新年度

データ作成]の順にクリックします。 

 (3) 

 

画面上の「新年度」「削除される対象

年度」を確認し、[F2実行]をクリッ

クします。 

 

 

新年度データ作成を行うと有給休暇管

理、およびマイナンバーのデータも繰り越され

ます。 

 

7. 新年度データ作成 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

２ 新年度データ作成 
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新年度データ作成を行った後も「年度切替」機能によって前年分以前の給与メニューをさかの 

ぼって操作する事ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度切替で過去の給与データや社員データを修正することも可能ですが、それらの修正は新年 

度のデータには反映されません。 

なお、PBシステム【ダーウィン版】を導入していない場合、操作・閲覧ができる給与過年度デ 

ータは 4年分までとなります。 

 
 

 
２０２２年１１月４日  

株式会社エヌエムシイ サポートセンター 

7. 新年度データ作成 

（令和 4 年）年末調整の操作手順 

３ 過去データの操作（年度切替） 

令和５年の給与計算 

〔年度切替〕機能により 

並行作業が可能 

令和４年の年末調整 


